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研究成果の概要（和文）： 本研究では、バーゼル規制下における日本銀行の貸出行動を分析している。特に、銀行が
規制をクリアするのに必要な自己資本比率を達成できるように、日本の金融当局がとった裁量的な政策の効果に焦点を
あてている。同時方程式を用いて、自己資本比率そのものではなく、自己資本比率を構成する要素がそれぞれ貸出にい
かなる影響を与えていたかを分析する。自己資本比率を構成する要素は、例えば公的資金はいつかは返済しなければな
らないし、含み益は株価の変動に左右されるなど、それぞれ異なる性格をもつお金であり、これらの要素はそれぞれ別
に扱う必要がある。全体として、金融当局が採用した政策は貸出に影響を与えていたといえる。

研究成果の概要（英文）：We investigate the lending behavior of Japanese banks under the Basel capital 
standards, with a focus on the effects of the discretionary policies made by Japanese financial 
authorities to help Japanese banks raise their capital ratios. Using a simultaneous equations model, we 
examine how each component of the risk-based capital ratio affected the lending decisions made by 
Japanese banks. The results reveal the influence of each component of the risk-based capital ratio: 
latent capital gains, subordinated debt, disposal of non-performing loans, public capital injections, and 
deferred tax assets. Overall, Japan’s discretionary policies were effective in increasing lending by 
Japanese banks.

研究分野： 金融論、国際金融論

キーワード： 金融規制　銀行貸出　バーゼルアコード　含み益　劣後債　繰延税金資産　公的資金　土地再評価益
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１． 研究開始当初の背景 

 研究を開始した２０１０年４月は、２００

８年９月に発生した世界的な金融危機の影

響がまだ色濃く欧米そしてアジア経済に影

響を与えていた時だった。また、危機による

影響を収束するために、当時は金融危機を防

止するための新たな規制作りが注目されて

いるときだった。２０１０年６月のトロント

でのＧ２０（金融サミット）では、資本の量・

質を改善する新たな銀行の資本枠組みにつ

き、秋のソウルサミットの際に合意に達する

ことを支持し、新たな金融規制は、マクロ経

済影響評価に基づく移行期間を経て 2012 年

末までを目標に、段階的に実施することに合

意した。そして同年１０月のソウルサミット

では、銀行の自己資本・流動性の新たな枠組

みにつき,バーゼル銀行監督委員会（BCBS）

による合意（バーゼル III）を承認した。そ

して、バーゼル III の効果を考えるうえで、

過去の日本のバブル崩壊後の経験や、バーゼ

ル規制の過去の影響を分析することが急が

れた。 

 

２．研究の目的 

 本研究の最終的目標は、金融危機への対応

策を探ることである。２００８年に発生した

金融危機への対策として新しい規制が提案

されるなかで、果たしてそれらの規制が適切

なものであるかを確かめるには、過去のデー

タを検証するしかない。そのために、日本の

バブル崩壊後の金融規制の影響について分

析を行う。 

 

３．研究の方法 

 具体的な研究方法は、邦銀について、従来

のいわゆるクレジットクランチ（銀行の貸し

渋り）に関する実証研究を、より精緻化され

た方法（同時方程式モデルを用いた分析）で、

新しいデータ（既存データベースが不完全で

あるために有価証券報告書から集めた銀行

財務データ）を用いて行った。また同時に、

これまで明らかにされてこなかった、公的資

金の投入、繰り延べ税金資産の算入などとい

った日本において金融規制をクリアするた

めに裁量的にとれられてきた政策が、銀行貸

出にどのような影響を与えていたのか、影響

があったならどれくらいの影響であったの

か、を明示的に分析した。日本では自己資本

比率規制をクリアさせるために多くの対策

を金融当局が講じてきている。しかし、その

効果を評価したものは少ない。 

 

４．研究成果 

 １９９２年～２００６年の主要銀行の財

務データを収集、整理してデータベースを作

成した。それらのデータを使って同時方程式

を用いた分析を行った。 

 データで明らかにしたことは、自己資本比

率を構成する要素である。例えば、次のグラ

フは日本の主要銀行の自己資本を構成要素

別に示したものである。これをみると、劣後

債（Subordinated Debts）はこの期間を通し

て常にある程度の残高となっている。また、

自己資本比率規制が初めに導入された直後

である１９９４年～１９９８年は、有価証券

含み益がある程度の額を占めている。この含

み益は株価に連動するので、株価が低迷すれ

ばなくなってしまう。実際に、その後の株価

低迷や株式の持ち合い解消の動きから１９

９９年からはほぼ消滅しており、その後２０

００年初めの株高を背景に再びある程度の

額となっている。 

 含み益がほぼなくなった時期から、自己資

本 を 支 え て い た の は 、 繰延 税 金 資 産

（differed tax assets）と公的資金(public 

capital)である。繰延税金資産は、銀行の経

営が悪化すれば計上が認められないことも

ある。また、繰延税金資産の自己資本比率へ

の算入比率を制限すべきだという議論もあ

った。公的資金はいずれ返済しなければなら



ない資金であり、一時的に活用することはで

きるが、将来は返済するので長期に使うこと

はできない。このように、自己資本比率を構

成する要素にはそれぞれ特徴があり、

の要素をそれぞれみることで、

の動きをみるだけではわからない動きを知

ることができるのである。
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次に、同時方程式を用いた推計をした。

こでは、自己資本比率を構成する要素をばら

ばらにして貸出への影響を調べた。例えば、

繰延税金資産は経営に特に不安がなければ

長期的に計上していけるので、その分だけ長

期の貸し出しを増やすことができるだろう。

しかし、公的資金はいずれ返済するので、公

的資金が投入されたために自己資本比率が

上昇しても、その分、長期の貸出を増やして

しまえば、公的資金を返済するときには自己

資本比率が低くなって

ない資金であり、一時的に活用することはで

きるが、将来は返済するので長期に使うこと

はできない。このように、自己資本比率を構

成する要素にはそれぞれ特徴があり、

の要素をそれぞれみることで、

の動きをみるだけではわからない動きを知

ることができるのである。
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貸出方程式：

公的資金、繰り延べ税金資産から貸出への影

響をみる。貸出に影響を与えるその他の変数

（貸出金利、

めて推定する。

LOAN i,t = C + C(1)*TIERLESS i,t + 

C(2)*LATENT i,t + C(3)*RESERVE i,t + 

C(4)*SUB i,t + C(5)*DEF i,t

+ C(8)*LRVt + C(9)*RATEt + ΣC*time 

dummies  (Eq.1)

 

劣後債方程式：
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があるようなものは、貸出に対して影響を持

たないということがあり得るので、それぞれ

の変数を推定することに意味があることが

わかった。 

劣後債については、資本金や公的資金が増

えているときに劣後債は増加しておらず、補

完的に用いられていた可能性が考えられる。 

 以上のように、自己資本の構成要素によっ

て貸出に与える影響は異なることを示すこ

とができた。 
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